
資 料 １

地域密着型サービスにおける自己評価及び外部評価の実施について

１ 背 景

平成18年の介護保険法改正により創設された地域密着型サービスのうち、小

規模多機能型居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所（以下「グ

ループホーム」という。）については、「指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準」（平成18年３月14日厚生労働省令第34号。以

下「指定基準」という。）において、また、地域密着型介護予防サービスのう

ち、介護予防小規模多機能型居宅介護事業所及び介護予防認知症対応型共同生

活介護事業者については、「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準」（平成18年３月14日厚生労働省令第36号）

において、自ら提供するサービスの自己評価及び外部評価が義務付けられたと

ころであり、「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービス

に関する基準について」（平成18年３月31日老計発第0331004号、

老振発第0331004号、老老発第0331017号厚生労働省老健局計画課長､振興課長､

老人保健課長連名通知。以下「解釈通知」という。）により、その取扱いにつ

いてお示ししたところである。

解釈通知においては、その具体的な事項について、別途通知することとして

いるところであるが、この度別添のとおり、制度に係る通知の案をお示しし、

その内容について事前にご説明申し上げることとしたものである。

なお、地域密着型サービスにおける自己評価及び外部評価については、別添

通知案に加え、今後、その実施方法等についてのガイドラインをお示しするこ

ととしており、通知案についても、必要に応じて文言等の修正をした上で、正

式に発出することとしているので、その旨ご承知おきいただきたい。



（参考）
指定基準及び解釈通知における規定等

「指定基準」（抄）
【小規模多機能型居宅介護】
第72条第２項 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、自らその提供する指定小規

模多機能型居宅介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価
を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。

【認知症対応型共同生活介護】
第97条第７項 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する指定認

知症対応型共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による
評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならな
い。

「解釈通知」（抄）
【小規模多機能型居宅介護】
第３の三の４の（4）

② 自己評価は、各事業所が、自ら提供するサービスを評価・点検することに
より、サービスの改善及び質の向上を目的として実施するものであり、事業
所の開設から概ね６か月を経過した後に実施するものである。自己評価結果
の公表については、利用者並びに利用者の家族へ提供するほか、事業所内の
外部の者にも確認しやすい場所に掲示する方法や、市町村窓口、地域包括支
援センターに置いておく方法、インターネットを活用する方法などが考えら
れる。

③ 外部評価については、現在指定認知症対応型共同生活介護事業所において
実施されている外部評価と同様に、都道府県が指定する外部評価機関が、事
業所が行った自己評価結果に基づき、第三者の観点から、サービスの評価を
行うことを想定しており、自己評価を行った後、事業所の開設後１年以内に
実施することとなっている。外部評価結果の公表については、事業所内で自
己評価結果の公表と同様の扱いのほか、外部評価機関がWAM-NET上に公表する
等が考えられる。

④ なお、自己評価及び外部評価の評価項目、その他必要な事項については、
追って通知する。

【認知症対応型共同生活介護】
第３の四の４の（4）

④ 同条第７項は、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、各都道府県の定
める基準に基づき、まず自ら評価を行った上で、各都道府県が選定した評価
機関の実施するサービス評価を受け、その評価結果を踏まえて総括的な評価
を行い、常にその提供する指定認知症対応型共同生活介護の質の改善を図ら
なければならないことを規定したものである。また、評価の実施を担保する
観点から、それらの結果を入居（申込）者及びその家族へ提供するほか、事
業所内の外部の者にも確認しやすい場所に掲示する方法や、市町村窓口、地
域包括支援センターに置いておく方法、インターネットを活用する方法など
により、開示しなければならないこととする。

なお、自ら行う評価及び外部の者による評価に関する具体的な事項につい
ては、別に通知するところによるものである。

※ 地域密着型介護予防サービスにおける規定等については、ほぼ同内容の

ため、省略。



２ 今回の見直しのポイント

（１）自己評価及び外部評価手続きの流れ

自己評価及び外部評価については、これまでグループホームに義務付けら

れていることから、評価の実施及び公表のスキームは、小規模多機能型居宅

介護事業においてもグループホームとほぼ同様としている。

（参考）

※ 評価の頻度：前評価日より１年以内に実施及び公表

（新規開設の場合、開設後概ね６ヶ月を経過した時点

で自己評価を実施し、その後外部評価を実施）
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（２）評価項目の見直しの視点

○ 地域密着型サービスとしての本質や特徴を確認していくための項目に重点

を置き、サービスの質として求められる目標を示している。

・利用者と職員、事業所と地域といった「関係性」に基づいた支援

・「利用者本位」の立場に立った柔軟な支援

○ 訪問調査での対話や観察を活かせる項目数や内容とする。

（３）都道府県による支援

○ 各都道府県が選定した評価機関の評価の質を確保するため、評価機関によ

る定期的な意見交換の場の設定や評価機関が連携した研修への支援など、管

内の評価機関に対して支援するよう努めること。

○ 各事業所が、評価機関を適切に選定できるよう、都道府県のホームページ

等において評価機関の情報を公表することなどによる、評価機関に関する情

報を幅広く周知するよう努めること。

３ 今後のスケジュール

今後のスケジュールについては、以下のとおりと想定しているところである

が、各都道府県におかれては、特に以下の点についてご留意願いたい。

○ 今回の改正による改訂後の自己評価項目及び外部評価項目（以下「新評価

項目」という。）を事業所及び評価機関に周知徹底するため、事業所や評価

機関の職員に対する研修の実施等への支援に特段のご配慮をお願いしたいこ

と。

○ 新評価項目による評価は、本通知の発出の日から実施されるものであるが

、運用上の取扱いは、以下の点に留意されたいこと。

・ 新評価項目による評価は、評価機関の選定や評価調査員等の研修等実施

のための準備を行った上で、速やかに実施されたいこと。

・ グループホームの評価については、事業所及び評価機関が円滑に評価を

行うことができるよう、一定の期間、今回の改正による改正前の評価項目



により評価を実施することとしても差し支えないこと。

・ 平成18年４月に開設した小規模多機能型居宅介護事業所については、今

年度内に自己評価及び外部評価の結果の公表が必要であることから、市町

村による適切な指導が行われるよう特段のご配慮をお願いしたいこと。

（参考） 今後のスケジュールのイメージ

国 都道府県 評価機関 事業者

１０月中旬 通知の発出

１０月下旬 ガイドラインの発出

１１月初旬
市町村、事業者及び
評価機関への周知

１１月中旬 評価機関の選定

１１月下旬

１２月上旬

１２月中旬

12月下旬

１月上旬

１月中旬

１月下旬

２月上旬

２月中旬

２月下旬

３月上旬

３月中旬

3月下旬

外部評価の実施

外部評価結果の公表

１９年

評価機関との契約

評価調査員等の
研修

自己評価の実施



○ 既選定の外部評価機関に、小規模多機能型居宅介護事業所の外部評価を行

わせる場合については、

① 各外部評価機関の評価調査員の一定数（例えば、８割程度）が今回の改

定に関する研修を受講する

② 新たな評価項目による評価調査員の研修計画並びにフォローアップ研修

計画などを策定する

など、評価機関としての適性について必要な確認を行うこと。

４ その他

（１）ＷＡＭＮＥＴの活用について

評価結果の公表の場として、独立行政法人福祉医療機構が運営する「福祉

保健医療情報ネットワーク」（ＷＡＭＮＥＴ）を活用することとしているが

、システム改修を要するため、年度末を目途に対応できるよう準備を行って

いるところである。評価結果の公表への対応が可能になり次第、各都道府県

を通じてお知らせすることとなるので、ご承知おきいただきたい。

（２）情報の公表制度との関係について

情報の公表制度については、段階を経てすべての介護サービスが対象とな

ることとされており、グループホーム及び小規模多機能型居宅介護について

も、できるだけ早期施行を目指すこととされている。

情報の公表制度は、各サービスの基本情報を公表することにより、利用者

による事業者選択に資することを目的としているが、自己評価及び外部評価

は、各事業所が提供するサービスの質を向上させていくための取り組みであ

ることから、情報の公表制度がスタートするのに併せて、自己評価及び外部

評価との関係を整理し、お示ししていくこととしている。



別 添 資 料

（案）

老 計 発 第 号

平成１８年 月 日

各 都道府県知事 殿

厚生労働省老健局計画課長

「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準」第72条第２項及び第97条第７項等に規定する自己評価

・外部評価の実施等について

標記については、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準」（平成18年３月14日厚生労働省令第34号。以下「地域密着型サービス

指定基準」という。）第72条第２項及び第97条第7項並びに「指定地域密着型介

護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サー

ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（平成18年３月

14日厚生労働省令第36号。以下「地域密着型介護予防サービス指定基準」という。

）第65条第２項及び第86条第２項において、指定小規模多機能型居宅介護事業者

もしくは指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者及び指定認知症対応型共同

生活介護事業者もしくは指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者に対し、

自ら提供する介護サービスの質の評価（以下「自己評価」という。）を実施し、

定期的に外部の者による評価（以下「外部評価」という。）を受け、それらの結

果等を公表することが義務付けられたところであるが、それらに係る具体的な事

項に関し、下記のとおり定めたので、御了知の上、管内市町村、関係団体、該当

事業所並びに各都道府県が選定する外部評価機関への周知をお願いいたしたい。

また、本通知の発出に伴い、「認知症高齢者グループホームの適正な普及につ

いて」（平成13年３月12日老計発第13号本職通知）、「認知症高齢者グループホ

ームの自己評価項目の参考例等について」（平成14年１月28日老計発第３号本職

通知）、「指定認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）が提

供するサービスの外部評価の実施について」（平成14年７月26日老計発第072600

2号本職通知）、「認知症介護研究・研修東京センターが評価機関としての業務

を行う際の具体的な手続等について」（平成14年７月31日老計発第0731001号本

職通知）については、廃止する。

なお、本通知は、地方自治法（昭和22年４月17日法律第67号）第245条の４第

１項の規定に基づく技術的助言として発出するものである。



記

１ 自己評価及び外部評価について

地域密着型サービス指定基準及び地域密着型介護予防サービス指定基準は、

すべての小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護（いずれも介

護予防事業所を含む。以下同じ。）の事業者が常に遵守しなければならない最

低ラインの基準であり、市町村の指導監査や立ち入り調査において遵守状況の

点検がなされるものである。

自己評価及び外部評価の実施については、地域密着型サービス指定基準の第

72条第２項及び第97条第７項及び地域密着型介護予防サービス指定基準第65条

第２項及び第86条第２項に規定されたものであるが、自己評価は、サービス水

準の向上に向けた自発的努力と体制づくりを誘導し、その内容及び範囲におい

て、これらの指定基準を上回るものとして設定されるものであり、外部評価は

、第三者による外部評価の結果と、当該評価を受ける前に行った自己評価の結

果を対比して両者の異同について考察した上で、外部評価の結果を踏まえて総

括的な評価を行うこととし、これによって、サービスの質の評価の客観性を高

め、サービスの質の改善を図ることを狙いとするものである。

各事業者は、自己評価及び外部評価の実施及びそれらの結果の公表、自らの

サービスの質の改善を常に図ることが、指定基準により義務付けされているの

で、利用者に対しサービスを提供するに当たって、すべての介護従業者に対し

、十分に意識付けを図ることが重要である。

２ 自己評価及び外部評価の頻度

事業者は、その事業所ごとに、原則として少なくとも年に１回は自己評価及

び外部評価を受けるものとすること。

また、新規に開設する事業所については、開設後概ね６ヶ月を経過した時点

で自己評価を行い、開設後１年以内に外部評価の実施及び結果の公表を行うも

のとする。

なお、既に外部評価結果を公表している認知症対応型共同生活介護事業所に

おいては、これまでに実施した外部評価の公表日（最終評価結果を市町村に提

出し、受理された日をいう。）から１年以内に、自己評価及び外部評価を実施

し、公表すること。ただし、指定認知症対応型共同生活介護事業所においては

、ユニット数の増減により、事業所の運営状況が変化した場合には、市町村が

体制の変更届を受理した日を起算日として、新規開設の事業所と同様の扱いと

する。



３ 自己評価の実施

事業者は、各都道府県の定める自己評価に係る項目により、自ら提供するサ

ービス等について、評価を行うものとする。評価を行うに当たっては、当該事

業所を設置・運営する法人の代表者の責任の下に、管理者が介護従業者との協

議して実施するものとする。なお、各都道府県の定める自己評価に係る項目の

参考例については、別紙１のとおりであること。

４ 外部評価の実施手続き

（１）事業者から評価機関に対する申込み

ア 事業者が外部評価を受けようとするときは、都道府県から連絡先等につ

いて情報提供を受けている評価機関（各都道府県が管内の小規模多機能型

居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所に係る外部評価を適

切に実施する能力があると認めて選定した法人をいう。以下同じ。）に申

し込むこと。

イ 評価機関の具体的な要件及び選定手続等については、別紙２のとおりと

すること。

また、評価機関が業務を行う際の実施要領及び各都道府県の定める外部

評価に係る項目の参考例については、それぞれ別紙３及び別紙１のとおり

であること。

（２）評価機関による外部評価の実施

ア 事業者は、評価機関に申し込んだ後、同機関との間で評価業務委託契約

を結び、その契約に基づき同機関に対して評価手数料を支払うこと。

イ 評価機関は、別紙３の参考例に基づき実施要領を定め、当該要領及び事

業者と結んだ評価業務委託契約に基づき外部評価を行うこと。

５ 結果の公表について

ア 評価機関は、当該サービスの利用を希望する者による事業所の選択に資す

るために、独立行政法人福祉医療機構が運営する「福祉保健医療情報ネット

ワークシステム（ＷＡＭＮＥＴ）」を利用して、自己評価及び外部評価の結

果（以下「評価結果」という。）を別紙４により公開すること。

イ 事業者は、評価結果を、



① 利用申込者又はその家族に対する説明の際に交付する重要事項を記した

文書に添付の上、説明すること。

② 事業所内の見やすい場所に掲示する、自ら設置するホームページ上に掲

示するなどの方法により、広く開示すること。

③ 利用者及び利用者の家族へ手交もしくは送付等により提供を行うこと。

④ 指定を受けた市町村に対し、評価結果を提出すること。

この場合の市町村とは、事業所が存する市町村に限らず、平成18年４月

１日以降、指定を受けた他の市町村に対しても同様の取扱いとする。

⑤ 評価結果については、自ら設置する運営推進会議において説明すること。

ウ 事業所が存する市町村は、当該サービスの利用を希望する者による事業所

の選択に資するために、事業所から提出された評価結果を管内に設置する地

域包括支援センターに提供するとともに、市町村の窓口及び地域包括支援セ

ンターの窓口の利用しやすい場所に掲示等を行うこと。

６ 福祉サービス第三者評価との関係

福祉サービス第三者評価（社会福祉法人等の提供する福祉サービスの質を事

業者及び利用者以外の公正・中立な第三者機関が専門的かつ客観的な立場から

行った評価をいう。）については、「福祉サービス第三者評価事業に関する指

針について」（平成16年５月７日雇児発第0507001号、社援発第0507001号、老

発第0507001号）及び「「福祉サービス第三者評価基準ガイドラインにおける

各評価項目の判断基準に関するガイドライン」について」（平成16年５月７日

雇児総発第0824001号、社援基発第0824001号、老計発第0824001号）を発出し

、福祉サービスに共通した評価基準の考え方、評価のポイント、評価の着眼点

等を示したところであるが、認知症高齢者グループホーム及び小規模多機能型

居宅介護事業所については、本通知に基づく外部評価の実施をもって、上記通

知にいう福祉サービス第三者評価を実施したものとみなすこととする。

なお、本件については、厚生労働省雇用均等・児童家庭局、社会・援護局及

び同局障害保健福祉部とも協議済みである旨、申し添える。

７．その他

各都道府県は、本通知の内容について、評価項目の見直し、小規模多機能型

居宅介護事業所が外部評価の対象に新たに追加されたこと等を踏まえ、評価機

関に対する適切な情報伝達を行うとともに、各評価機関と連携し、現在評価調

査員として活動している者に対するフォローアップ研修等を開催するなどの対

応をお願いしたい。



（別紙１)

小規模多機能型居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所

に係る自己評価及び外部評価の評価項目（参考例）

項目
項 目

番号
自己 外部

タイトル 小項目
評価 評価

Ⅰ．理念に基づく運営

１．理念の共有

1 1 地域密着型サービスとしての 地域の中でその人らしく暮らし続けることを支えて
理念 いくサービスとして、事業所独自の理念をつくりあ

げている

2 2 理念の共有と日々の取り組み 管理者と職員は、理念を共有し、理念の実践に向け
て日々取り組んでいる

3 家族や地域への理念の浸透 事業所は、利用者が地域の中で暮らし続けることを
大切にした理念を、家族や地域の人々に理解しても
らえるよう取り組んでいる

２．地域との支えあい

4 隣近所とのつきあい 管理者や職員は、隣近所の人と気軽に声をかけ合っ
たり、気軽に立ち寄ってもらえるような日常的なつ
きあいができるように努めている

5 3 地域とのつきあい 事業所は孤立することなく地域の一員として、自治
会、老人会、行事等、地域活動に参加し、地元の人
々と交流することに努めている

6 事業所の力を活かした地域貢 利用者への支援を基盤に、事業所や職員の状況や力
献 に応じて、地域の高齢者等の暮らしに役立つことが

ないか話し合い、取り組んでいる

３．理念を実践するための制度の理解と活用

7 4 評価の意義の理解と活用 運営者、管理者、職員は、自己評価及び外部評価を
実施する意義を理解し、評価を活かして具体的な改
善に取り組んでいる

8 5 運営推進会議を活かした取り 運営推進会議では、利用者やサービスの実際、評価
組み への取り組み状況等について報告や話し合いを行い

、そこでの意見をサービス向上に活かしている

9 6 市町村との連携 事業所は、市町村担当者と運営推進会議以外にも行
き来する機会をつくり、市町村とともにサービスの
質の向上に取り組んでいる

10 権利擁護に関する制度の理解 管理者や職員は、地域権利擁護事業や成年後見制度
と活用 について学ぶ機会を持ち、個々の必要性を関係者と

話し合い、必要な人にはそれらを活用できるよう支
援している



項目
項 目

番号
自己 外部

タイトル 小項目
評価 評価

11 虐待の防止の徹底 管理者や職員は、高齢者虐待防止関連法について学
ぶ機会を持ち、利用者の自宅や事業所内で虐待が見
過ごされることがないよう注意を払い、防止に努め
ている

４．理念を実践するための体制

12 契約に関する説明と納得 契約を結んだり解約をする際は、利用者や家族等の
不安、疑問点を尋ね、十分な説明を行い理解・納得
を図っている

13 運営に関する利用者意見の反 利用者が意見、不満、苦情を管理者や職員ならびに
映 外部者へ表せる機会を設け、それらを運営に反映さ

せている

14 7 家族等への報告 事業所での利用者の暮らしぶりや健康状態、金銭管
理、職員の異動等について、家族等に定期的及び個
々にあわせた報告をしている

15 8 運営に関する家族等意見の反 家族等が意見、不満、苦情を管理者や職員ならびに
映 外部者へ表せる機会を設け、それらを運営に反映さ

せている

16 運営に関する職員意見の反映 運営者や管理者は、運営に関する職員の意見や提案
を聞く機会を設け、反映させている

17 柔軟な対応に向けた勤務調整 利用者や家族の状況の変化、要望に柔軟な対応がで
きるよう、必要な時間帯に職員を確保するための話
し合いや勤務の調整に努めている

18 9 職員の異動等による影響への 運営者は、利用者が馴染みの管理者や職員による支
配慮 援を受けられるように、異動や離職を必要最小限に

抑える努力をし、代わる場合は、利用者へのダメー
ジを防ぐ配慮をしている

５．人材の育成と支援

19 10 職員を育てる取り組み 運営者は、管理者や職員を段階に応じて育成するた
めの計画をたて、法人内外の研修を受ける機会の確
保や、働きながらトレーニングしていくことを進め
ている

20 11 同業者との交流を通じた向上 運営者は、管理者や職員が地域の同業者と交流する
機会を持ち、ネットワークづくりや勉強会、相互訪
問等の活動を通じて、サービスの質を向上させてい
く取り組みをしている

21 職員のストレス軽減に向けた 運営者は、管理者や職員のストレスを軽減するため
取り組み の工夫や環境づくりに取り組んでいる

22 向上心を持って働き続けるた 運営者は、管理者や職員個々の努力や実績、勤務状
めの取り組み 況を把握し、各自が向上心を持って働けるように努

めている



項目
項 目

番号
自己 外部

タイトル 小項目
評価 評価

Ⅱ.安心と信頼に向けた関係づくりと支援

１．相談から利用に至るまでの関係づくりとその対応

23 初期に築く本人との信頼関係 相談から利用に至るまでに本人が困っていること、
不安なこと、求めていること等を本人自身からよく
聴く機会をつくり、受けとめる努力をしている

24 初期に築く家族との信頼関係 相談から利用に至るまでに家族等が困っていること
、不安なこと、求めていること等をよく聴く機会を
つくり、受けとめる努力をしている

25 初期対応の見極めと支援 相談を受けた時に、本人と家族が「その時」まず必
要としている支援を見極め、他のサービス利用も含
めた対応に努めている

26 12 馴染みながらのサービス利用 本人が安心し、納得した上でサービスを利用するた
めに、サービスをいきなり開始するのではなく、職
員や他の利用者、場の雰囲気に徐々に馴染めるよう
家族等と相談しながら工夫している

２．新たな関係づくりとこれまでの関係継続への支援

27 13 本人と共に過ごし支えあう関 職員は、本人を介護される一方の立場におかず、一
係 緒に過ごしながら喜怒哀楽を共にし、本人から学ん

だり、支えあう関係を築いている

28 本人を共に支えあう家族との 職員は、家族を支援される一方の立場におかず、喜
関係 怒哀楽を共にし、一緒に本人を支えていく関係を築

いている

29 本人と家族のよりよい関係に これまでの本人と家族との関係の理解に努め、より
向けた支援 良い関係が築いていけるように支援している

30 馴染みの人や場との関係継続 本人がこれまで大切にしてきた馴染みの人や場所と
の支援 の関係が途切れないよう、支援に努めている

31 利用者同士の関係の支援 利用者同士の関係を把握し、一人ひとりが孤立せず
に利用者同士が関わり合い、支え合えるように努め
ている

32 関係を断ち切らない取り組み サービス利用（契約）が終了しても、継続的な関わ
りを必要とする利用者や家族には、関係を断ち切ら
ないつきあいを大切にしている

Ⅲ．その人らしい暮らしを続けるためのケアマネジメント

１．一人ひとりの把握

33 14 思いや意向の把握 一人ひとりの思いや暮らし方の希望、意向の把握に
努めている。困難な場合は、本人本位に検討してい
る



項目
項 目

番号
自己 外部

タイトル 小項目
評価 評価

34 これまでの暮らしの把握 一人ひとりの生活歴や馴染みの暮らし方、生活環境
、これまでのサービス利用の経過等の把握に努めて
いる

35 暮らしの現状の把握 一人ひとりの一日の過ごし方、心身状態、有する力
等の現状を総合的に把握するように努めている

２．本人がより良く暮らし続けるための介護計画の作成と見直し

36 15 チームでつくる利用者本位の 本人がより良く暮らすための課題とケアのあり方に
介護計画 ついて、本人、家族、必要な関係者と話し合い、そ

れぞれの意見やアイディアを反映した介護計画を作
成している

37 16 現状に即した介護計画の見直 介護計画の期間に応じて見直しを行うとともに、見
し 直し以前に対応できない変化が生じた場合は、本人

、家族、必要な関係者と話し合い、現状に即した新
たな計画を作成している

38 個別の記録と実践への反映 日々の様子やケアの実践・結果、気づきや工夫を個
別記録に記入し、情報を共有しながら実践や介護計
画の見直しに活かしている

３．多機能性を活かした柔軟な支援

39 17 事業所の多機能性を活かした 本人や家族の状況、その時々の要望に応じて、事業
支援 所の多機能性を活かした柔軟な支援をしている

４．本人がより良く暮らし続けるための地域資源との協働

40 地域資源との協働 本人の意向や必要性に応じて、民生委員やボランテ
ィア、警察、消防、文化・教育機関等と協力しなが
ら支援している

41 他のサービスの活用支援 本人の意向や必要性に応じて、地域の他のケアマネ
ジャーやサービス事業者と話し合い、他のサービス
を利用するための支援をしている

42 地域包括支援センターとの協 本人の意向や必要性に応じて、権利擁護や総合的か
働 つ長期的なケアマネジメント等について、地域包括

支援センターと協働している

43 18 かかりつけ医の受診支援 本人及び家族等の希望を大切にし、納得が得られた
かかりつけ医と事業所の関係を築きながら、適切な
医療を受けられるように支援している

44 認知症の専門医等の受診支援 専門医等認知症に詳しい医師と関係を築きながら、
職員が相談したり、利用者が認知症に関する診断や
治療を受けられるよう支援している

45 看護職との協働 利用者をよく知る看護職員あるいは地域の看護職と
気軽に相談しながら、日常の健康管理や医療活用の
支援をしている



項目
項 目

番号
自己 外部

タイトル 小項目
評価 評価

46 早期退院に向けた医療機関と 利用者が入院した時に安心して過ごせるよう、また
の協働 、できるだけ早期に退院できるように、病院関係者

との情報交換や相談に努めている。あるいは、そう
した場合に備えて連携している

47 19 重度化や終末期に向けた方針 重度化した場合や終末期のあり方について、できる
の共有 だけ早い段階から本人や家族等ならびにかかりつけ

医等と繰り返し話し合い、全員で方針を共有してい
る

48 重度化や終末期に向けたチー 重度や終末期の利用者が日々をより良く暮らせるた
ムでの支援 めに、事業所の「できること・できないこと」を見

極め、かかりつけ医等とともにチームとしての支援
に取り組んでいる。あるいは、今後の変化に備えて
検討や準備を行っている

49 住み替え時の協働によるダメ 本人が自宅やグループホームから別の居所へ移り住
ージの防止 む際、家族及び本人に関わるケア関係者間で十分な

話し合いや情報交換を行い、住み替えによるダメー
ジを防ぐことに努めている

Ⅳ．その人らしい暮らしを続けるための日々の支援

１．その人らしい暮らしの支援

（１）一人ひとりの尊重

50 20 プライバシーの確保の徹底 一人ひとりの誇りやプライバシーを損ねるような言
葉かけや対応、記録等の個人情報の取り扱いをして
いない

51 利用者の希望の表出や自己決 本人が思いや希望を表せるように働きかけたり、わ
定の支援 かる力に合わせた説明を行い、自分で決めたり納得

しながら暮らせるように支援をしている

52 21 日々のその人らしい暮らし 職員側の決まりや都合を優先するのではなく、一人
ひとりのペースを大切にし、その日をどのように過
ごしたいか、希望にそって支援している

（２）その人らしい暮らしを続けるための基本的な生活の支援

53 身だしなみやおしゃれの支援 その人らしい身だしなみやおしゃれができるるよう
に支援し、理容･美容は本人の望む店に行けるように
努めている

54 22 食事を楽しむことのできる支 食事が楽しみなものになるよう、一人ひとりの好み
援 や力を活かしながら、利用者と職員が一緒に準備や

食事、片付けをしている

55 本人の嗜好の支援 本人が望むお酒、飲み物、おやつ、たばこ等、好み
のものを一人ひとりの状況に合わせて日常的に楽し
めるよう支援している



項目
項 目

番号
自己 外部

タイトル 小項目
評価 評価

56 気持よい排泄の支援 排泄の失敗やおむつの使用を減らし、一人ひとりの
力や排泄のパターン、習慣を活かして気持ちよく排
泄できるよう支援している

57 23 入浴を楽しむことができる支 曜日や時間帯を職員の都合で決めてしまわずに、一
援 人ひとりの希望やタイミングに合わせて、入浴を楽

しめるように支援している

58 安眠や休息の支援 一人ひとりの生活習慣やその時々の状況に応じて、
安心して気持ちよく休息したり眠れるよう支援して
いる

（３）その人らしい暮らしを続けるための社会的な生活の支援

59 24 役割、楽しみごと、気晴らし 張り合いや喜びのある日々を過ごせるように、一人
の支援 ひとりの生活歴や力を活かした役割、楽しみごと、

気晴らしの支援をしている

60 お金の所持や使うことの支援 職員は、本人がお金を持つことの大切さを理解して
おり、一人ひとりの希望や力に応じて、お金を所持
したり使えるように支援している

61 25 日常的な外出支援 事業所の中だけで過ごさずに、一人ひとりのその日
の希望にそって、戸外に出かけられるよう支援して
いる

62 普段行けない場所への外出支 一人ひとりが行ってみたい普段は行けないところに
援 、個別あるいは他の利用者や家族とともに出かけら

れる機会をつくり、支援している

63 電話や手紙の支援 家族や大切な人に本人自らが電話をしたり、手紙の
やり取りができるように支援をしている

64 家族や馴染みの人の訪問支援 家族、知人、友人等、本人の馴染みの人たちが、い
つでも気軽に訪問でき、居心地よく過ごせるよう工
夫している

（４）安心と安全を支える支援

65 身体拘束をしないケアの実践 運営者及び全ての職員が「介護保険法指定基準にお
ける禁止の対象となる具体的な行為」を正しく理解
しており、身体拘束をしないケアに取り組んでいる

66 26 鍵をかけないケアの実践 運営者及び全ての職員が、居室や日中玄関に鍵をか
けることの弊害を理解しており、鍵をかけないケア
に取り組んでいる

67 利用者の安全確認 職員は本人のプライバシーに配慮しながら、昼夜通
して利用者の所在や様子を把握し、安全に配慮して
いる

68 注意の必要な物品の保管・管 注意の必要な物品を一律になくすのではなく、一人
理 ひとりの状態に応じて、危険を防ぐ取り組みをして

いる




